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グループホーム大東ヶ丘 重要事項説明書 
（指定介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護） 

 

 

１．実施主体 

法 人 名 社会福祉法人 叶福祉会 

法 人 所 在 地 青森県五所川原市金木町芦野３６３番地５８ 

連 絡 先 
電 話 ０１７３－５３－２８３１ 

ＦＡＸ ０１７３－５３－２８３３ 

代 表 者 氏 名 理事長 花田 洋三郎 

設 立 年 月 日 昭和５６年３月３１日 

 

２．事業所の概要 

事業者の名称 

グループホーム大東ヶ丘 

平成１６年１２月６日指定 認知症対応型共同生活介護 

平成１８年 ４月１日指定 介護予防認知症対応型共同生活介護 

事業所の目的 

認知症の為に日常生活を営む上で支障のある高齢者に対し、より家庭環境に

近い共同生活の場を提供し、小人数での処遇を行うことで高齢者の生活の質

の向上を図ると共に家族の身体的、精神的介護負担の軽減を目的とする。 

事業所の運営方針 
「安全性・活動性・快適性」を運営の基本として、安全で安心して豊かな老

後生活を送ることのできるホームの運営に努める。 

指定事業所番号 ０２７２４００７７１ 

事業者の所在地 青森県五所川原市金木町芦野３６３番地１４１ 

連 絡 先 
電 話 ０１７３－５４－１０６０ 

ＦＡＸ ０１７３－５４－１０６１ 

代 表 者 氏 名 花田 洋三郎 

管 理 者 氏 名 泉谷 武志 

開 設 年 月 日 平成１６年１２月１０日 

入 居 定 員 ９名 

 

３．設備の概要 

居室、設備の種類 室 数 居室、設備の種類 室 数 

居室（全室１人部屋） ９室 便 所 各１ヶ所 

食堂兼談話室 １室 洗 濯 室 １室 

スタッフルーム兼相談室 １室 介 護 員 室 １室 

脱 衣 室 １室 ボイラー室 １室 

浴   室 １室 物 置 ２ヶ所 

洗 面 室 １室   
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４．職員の勤務体制 

職員の職種 資  格 常  勤 非 常 勤 合 計 

管 理 者 

（兼務） 

・介護福祉士 

・介護支援専門員 

・社会福祉主事 

・認知症対応型サービス 

事業管理者研修終了 

・認知症介護実践者研修(リ

ーダー研修)修了 

(１名) ０名 (１名) 

計画作成担当者

(兼務) 
・同上 (１名) ０名 (１名) 

介 護 職 員 

(兼務) 

・介護福祉士 ２名(１名) ０名 ２名(１名) 

・２級ヘルパー ２名 ０名 ２名 

・その他 ２名 ０名 ２名 

合     計 ７名 ０名 ７名 

職 員 の 

勤 務 形 態 

１．平 日 勤 務    ８：３０～１７：３０ 

２．土日休祭日勤務   ８：３０～１７：３０ 

３．夜 勤 勤 務   １７：３０～ ８：３０ 

 

５．サービスの概要 

食   事 

・栄養士のアドバイスを得ながら栄養はもとより利用者の健康状況、嗜好等

を考慮した食事を提供します。 

・食事の調理、盛り付け、配膳、下膳、食器の洗浄等の作業は可能なかぎり

利用者と職員が共同で行います。 

・食事時間 

朝 食  ７時３０分～ 

昼 食 １２時００分～ 

夕 食 １７時３０分～ 

排   泄 

・利用者の状況に応じて適切な排泄の介助を行うとともに、排泄の自立につ

いても適切な援助を行います。 

・オムツを使用されている利用者については、適宜の交換を行うと共に必要

な場合はこれを超えて交換し、適宜トイレ誘導を行います。 

入   浴 
・週２回以上の入浴または清拭を行います。 

・利用者本人の希望により随時入浴することができます。 

機 能 訓 練 
・利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復ま

たは、その減退を防止するための機能訓練を行います。 

健 康 管 理 ・バイタルチェック並びに健康維持のための相談・助言等を行います。 

社会生活上の 

便宜の供与等 

・日常生活を営むのに必要な行政機関等（任期満了に伴う要支援・要介護更

新申請等）に係る手続きについて、本人またはその家族が行うことが困難

である場合は、その同意を得て代行します。 

その他 

自立への支援 

・利用者の趣味または嗜好に応じたクラブ活動・レクリエーションを実施し

ます。 

・生活リズムを考え、食事や洗濯、買い物、園芸等を職員と一緒に行い、家

庭的な生活環境の中で日常生活が送れるよう配慮します。 

・清潔で快適な生活、適切な整容が行われるよう援助します。 
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６．利用料金 
要介護度に応じたサービス提供に際し、利用者が負担する金額は原則として下記の表となりま

す。（※１か月、３０日利用の場合） 

区 分 ※(自己負担：１割) ※(自己負担：２割) ※(自己負担：３割) 

要介護度 １日 ３０日 １日 ３０日 １日 ３０日 

要支援２ 761 円 22,830 円 1,522 円 45,660 円 2,283 円 68,490 円 

要介護１ 765 円 22,950 円 1,530 円 45,900 円 2,295 円 68,850 円 

要介護２ 801 円 24,030 円 1,602 円 48,060 円 2,403 円 72,090 円 

要介護３ 824 円 24,720 円 1,648 円 49,440 円 2,472 円 74,160 円 

要介護４ 841 円 25,230 円 1,682 円 50,460 円 2,523 円 75,690 円 

要介護５ 859 円 25,770 円 1,718 円 51,540 円 2,577 円 77,310 円 

※自己負担については、市町村から交付される「介護保険負担割合証」に準じます。 

 

○その他介護給付サービス加算（利用者の状況に応じて、下記を加算する場合があります） 

※自己負担については、市町村から交付される「介護保険負担割合証」に準じます。 

 自己負担 

１割 

自己負担 

２割 

自己負担 

３割 

初期加算（１日につき） 

・入居より３０日以内の期間につき、加算致します。 

・医療機関に１ヶ月以上入院した後、退院して再入

居から３０日以内の期間につき、加算致します。 

30円 60円 90円 

入院時費用（１日につき） 

・入院後３ヶ月以内の退院が見込まれ、且つ受け入

れ体制を整えている場合に所定単位数に代えて１

ヶ月に６日を限度に加算致します。 

246円 492円 738円 

サービス提供体制加算(Ⅲ) (１日につき) 6円 12円 18円 

認知症専門ケア加算(Ⅰ)  (１日につき) 3円 6円 9円 

◎退居時相談援助加算    ４００円／１回(退居時)  

〔加算要件〕利用期間が１ヶ月を超える利用者の退居時に福祉サービスについての相談援助を

行い、且つ、退居の日から２週間以内に当該利用者の介護状況等の必要な情報提

供を行った場合に必要と成ります。但し、在宅復帰であり、家族等の同意を得た

場合に加算致します。 

◎退所時情報提供加算    ２５０円／１回(退居時)  

〔加算要件〕医療機関へ退所する利用者について、退所後の医療機関に対して利用者を紹介する際、

利用者等の同意を得て、当該利用者等の心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場

合、１回に限り加算致します。 

◎介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

〔加算要件〕介護保険給付サービス自己負担額の総月額に対して、サービス別加算率１５．５％

を乗じた単位数で算定します。 

◎身体拘束廃止未実施減算（１日につき所定単位数×１０％減算） 

〔加算要件〕厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は減算致します。 

◎高齢者虐待防止措置未実施減算（１日につき所定単位数×１％減算） 

〔加算要件〕厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は減算致します。 

◎業務継続計画未実施減算（１日につき所定単位数×３％減算） 

〔加算要件〕厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は減算致します。 

 

 



- 4 - 

 

７．介護保険サービス以外の費用 

実費項目 備   考 

居住費 ７，０００円（１ヶ月あたり） 

水道光熱費 

８，０００円（１ヶ月あたり） 

・冬季暖房費（１１月～４月）：６、０００円（１ヶ

月あたり） 

食材料費 １，０００円（１日あたり） 

持込家電製品電気代 

ラジオ：１，０００円（１ヶ月あたり） 

テレビ：２，０００円（１ヶ月あたり） 

冷蔵庫：３，０００円（１ヶ月あたり） 

オムツ代 実 費 

理美容代 実 費 

健康診断料 実 費 

その他日常生活費 

（歯ブラシ・シャンプー・洗剤等） 
実 費 

その他（クリーニング代等） 実 費 

※病院等の受診に係る通院費及び経費 実 費 

 

８．利用料金の支払いについて 

前記７の料金及び費用については、１ヶ月ごとに計算し請求致しますので、翌月１０日まで

に支払い下さい。（１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて

計算した金額となります。） 

・窓口での現金払い 

・取引金融機関口座から自動引き落し 

※指定取引金融機関～青森みちのく銀行 金木中央支店 

 

９．サービスの利用に当たっての留意事項 

面 会 ・午前８時３０分から午後８時の間にお願いします。 

外 出 ・ 外 泊  ・外出・外泊の際には必ず行き先、帰宅時間を事前に職員に申し出て下さい。 

飲 酒 
・基本的に施設内での飲酒は禁じております。 

但し、管理者の判断にて特別に認めることがあります。 

喫 煙 ・喫煙は指定場所のみ可能となります。 

所持品の制限 
・所持品の持ち込みについては原則的に可能であるも、他の利用者に迷惑が

かかる恐れのあると判断されるものは、持ち込みを断る場合があります。 

宗教・政治活動 ・ホーム内での他利用者に対する宗教・政治活動はご遠慮下さい。 
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金銭、貴重品 

の管理 

・利用者の希望により、貴重品管理のサービス利用ができます。 

・管理方法 

  ① 金銭の管理方法 

    施設の指定する金融機関に利用者個人名義にて預金 

  ② 預かりするもの 

    前項預金通帳及び同通帳に使用した印鑑 

    証書預金、年金証書等 

設備、器具 

の利用 

・本来の用途に従って、敷地や施設並び設備を利用することができます。 

・故意による施設並び設備を壊したり汚したりした場合には、その行為を行

った利用者の自己負担により、現状復帰方法又は相当の対価を支払願うこ

とになります。 

安 全 管 理 に  

係 る 取 扱 い  

・事業者が緊急やむを得ない場合（予測し得ない状況が発生し、利用者本人

またはその他の利用者等の生命、身体保護するために応急的に対応するこ

と）において施錠します。 

・補助としての目的で、ベッド柵を使用します。 

①使用目的の内容 

・寝返りや起き上がり、座位保持等の補助 

・布団等の落下防止 

 

10.サービスの終了について 
当事業所では特に契約が終了期日は定めていません。従って以下のような事由がない限り、継

続してサービスを利用することが出来ますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、

当事業所との契約は終了し、利用者に退居していただくことになります。 

① 要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援１と判定された場合 

② 事業を解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由にて事業所を閉鎖した場合 

③ 事業所の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可になった場合 

④ 当事業所が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合 

⑤ 利用者から退居の申し出があった場合 

⑥ 事業者から退居の申し出を行った場合 

⑦ 利用者が死亡された場合 

 

(１)利用者からの退居の申し出（中途解約、契約解除） 

契約の有効期間であっても、利用者は当事業所を退居の申し出ができます。その場合には退居

を希望する日の７日前までに申し出て下さい。 

ただし、以下の場合には即時に契約を解約、解除し、事業所を退居することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更等に同意ができない場合 

② 利用者の長期入院（３ヶ月を超える時）が見込まれる場合 

③ 事業者もしくは、従業者が正当な理由なく本契約に定める介護サービスを実施しない場合 

④ 事業者もしくは、従業者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者もしくは、従業者が故意又は過失により契約者の身体、財物、信用等を傷つけ、又は

著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥ 他の利用者が契約者の身体、財物、信用等を傷つけた時、もしくは傷つける恐れがある場合

において、事業者が適切な対応をとらなかった場合 
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(２)事業所からの申し出により退居願う時（契約解除） 

以下の事項に該当する時には当事業所より退居してもらうことになります。  

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げ

ず、又は不実の告知を行い、その結果契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② 利用者による利用料の支払いが１ヶ月遅延し、催告にもかかわらずこれを支払わない場合 

③ 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又は従業者もしくは他の利用者等の生命、身体、

財物、信用等を傷つけ、又は著しい不信行為するなどによって契約を継続しがたい重大な事

情を生じさせた場合 

④ 利用者が連続して３ヶ月を超えて入院すると見込まれる場合 

⑤ 利用者が介護老人保健施設又は介護老人福祉施設に入所した場合、もしくは介護療養型施設

に入院した場合 

 

 (３)円滑な退居の為の援助 

利用者が当事業所を退所する場合には、利用者の希望により事業者は利用者の心身の状況、置

かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な援助を契約者に対して行います。 

○ 適切な病院、介護老人保健施設並び介護老人福祉施設等の紹介 

○ 居宅介護支援事業者の紹介 

○ その他保険医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

11．利用者の権利・義務 

〔利用者の権利〕 

利用者及び家族は、若しくは代理人(以下利用者という)は事業所のサービスに関して以下の権

利を有します。これらの権利を行使することによって、利用者はいかなる不利益を受けること

はありません。 

 ① 独自の生活歴を有する個人として尊重され、プライバシーを保ち、尊厳を維持する権利 

 ② 生活及び提供を受ける介護サービスにおいて個人の自由や趣味、嗜好が尊重される権利 

 ③ 安心感と自信をもてるよう配慮され、安全と衛生が保たれた環境で生活できる権利 

 ③ 利用者の主体的な決定が尊重される権利 

 ④ 自らの能力を最大限に発揮できるよう支援され、必要に応じて適切な介護を継続的に受け

られる権利 

⑤ 必要に応じ、適切な医療を受けることについての援助を受ける権利 

 ⑤ 提供を受ける介護サービスを始め、生活の全般にわたり疑義もしくは異議のあるときは、

苦情を申し立てる権利 

 ⑥ 暴力や虐待及び身体的精神的拘束を受けない権利 

 ⑦ 通信の秘密が守られ、自由に外部との交流が図れる権利 

⑧ 個人の思想、信条、宗教、性別、年齢等による差別を受けない権利 

⑨ 選挙権の行使、その他社会生活上で必要となる行為を行う権利 

⑩ その他、事業者との契約により定められた事項が守られ、もしくは行使できる権利 

〔利用者の義務〕 

利用者は当ホーム内での生活及び介護サービスに関して以下の義務を負います。 

① 職員や他の入居者と協力し、当ホームの理念の実現に向けての活動に取り組む義務 

② 入居者の健康状態や能力についての情報を正しく事業者に提供する義務 

③ 他の利用者、訪問者及び職員の有する権利を不当に侵害しない義務 

④ 提供を受けた介護サービスに異議がある場合には、速やかに事業者もしくは第三者機関の

苦情受付窓口に知らせる義務 

⑤ その他、特段の事情がない限り、当施設の定めた規則やルールに従って生活する義務 
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12.損害賠償について 
① 事業所は利用者に対するサービスの提供に当たり、万が一事故が発生し、利用者の生命・身

体・財産に損害が発生した場合は不可抗力による場合を除き、利用者に対し、速やかにその

損害を賠償します。 

ただし、利用者の重過失による場合は事業者は賠償責任を免除され、または賠償額を減額さ

れることがあります。 

② 利用者の故意または重過失により、居室または備品につき通常の保守・管理の程度が超える

補修等が必要となった場合には、その費用は利用者又は利用者代理人が負担します。 

 

13．サービス内容に関する苦情 
当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

当事業所相談、苦情受付窓口 管理者 泉谷 武志 

電 話 番 号 ０１７３－５４－１０６０ 

Ｆ Ａ Ｘ ０１７３－５４－１０６１ 

受 付 日 時 
毎週（月曜日～金曜日）８：３０～１７：３０ 

その他の時間は勤務している職員が受付けます。 

第三者委員 
成田 正幸 

白川 忠雄 

責 任 者 代表者 花田 洋三郎 

 

○この他、市町村や国民保健団体連合会窓口に苦情を申立てることができます。 

機 関 名 住   所 電話番号 

青森県国民健康保険団体連合会 青森市新町２丁目４番１ ０１７－７２３－１３３６ 

五所川原市 福祉部 介護福祉課 
五所川原市字布屋町４１番

地１ 
０１７３－３５－２１１１ 

 

14．協力医療機関 
医療を必要とする場合は、ご利用者の希望により、下記協力医療機関において診療や入院治療

を受けることができます。 

協力医療機関名 診療科目 電話番号 住     所 

つがる西北五広域連合 

かなぎ病院 

内科、外科 

眼科 

整形外科 

0173-53-3111 青森県五所川原市金木町菅原 13 番 1 

長内歯科医院 歯  科 0173-56-3164 青森県つがる市車力町下林 7-1 

 

15．非常災害時の対策 
当事業所は消防法第３条に定める消防計画及び風水害、地震の災害に対処するための計画を作

成し、その計画に基づき非常災害対策を行っています。 

非常時の対応 
非常呼集により職員の召集 

消防署への通報 

防災訓練等 

月１回、防災訓練の実施 

避難誘導訓練 

夜間防災訓練 

防災設備 
火災通報装置・火災報知機・消火器・非常誘導等 

ガス漏れ警報装置・非常口 

消防計画 
防火管理者：泉谷 武志 

内   容：防災訓練計画 
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16．事故発生時の対応方法 
サービス提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、家族等に連絡を行うとともに、

適切及び必要な措置を講ずるものとし、サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合に

は損害賠償を速やかに行うものとします。 

但し、事業所の責に帰すべからざる事由による場合はこの限りではありません。 

 

17．虐待の防止 
 職員の研修の実施、利用者及びその家族からの苦情の処理の体制、整備その他の職員による虐

待の防止等のための措置を講ずると共に、サービス提供中に事業所職員による虐待を受けたと思

われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとします。 

 

18．身体拘束の防止 
 サービス提供にあたり、利用者または他の利用者の生命または身体を保護するため、緊急やむ

を得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。但し、緊急や

むを得ない場合はホームの身体拘束廃止委員会で検討した上で利用者又は家族へ説明し、同意を

得て指針に沿って実施するものとします。 

 

19．運営推進会議 
 利用者及び市町村職員並びに地域住民の代表等に対し、提供するサービス内容等を明らかにす

ると共に地域との連携を保ち、更にはその提供するサービスの質の確保及び向上を図るために、

運営推進会議を概ね２ヶ月に１回程度開催いたします。 

 

20．秘密保持等について 
（１） 従業者は正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしません。 

（２）従業者であった者が、正当な理由なくその業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らすことがないよう、従業者でなくなった後においても、これらの者の秘密を保持するべ

き旨を従業者との雇用契約の内容に入れております。ただし、次の場合には、あらかじめ

利用者又は家族の同意を得た上で必要最小限の範囲で情報を利用できるものとします。 

① 受診や入院の際には、関係医療機関から心身等の情報を提供できるものとします。 

② 当事業所を退居し、他施設サービスや在宅サービスを利用する場合には、他サービス提供

事業者や居宅介護支援事業者に施設サービス計画に関わる事項や家族の状況等の情報を提

供できるものとします。 

③ 介護認定調査を受ける場合には、主治医や訪問調査員に健康状態や介護の状況等の情報を

提供できるものとします。 
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令和  年  月  日 

 

 介護予防・認知症対応型共同生活介護の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて

重要事項を説明しました。 

 

 

事業所所在地  青森県五所川原市金木町芦野 363 番地 141 

名    称  社会福祉法人 叶福祉会 

グループホーム大東ヶ丘 

説 明 者 氏 名  泉 谷 武 志     ㊞ 

 

 

 

 私は本書面により、事業者から介護予防・認知症対応型共同生活介護について重要事項の説明

を受け、サービスの提供開始に同意します。併せて、個人情報利用の説明を受け、利用者又は家

族の個人情報利用に同意します。 

 

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

 
㊞ 氏 名 

（利用者） 

（身元引受人） 

住 所 

 

氏 名 ㊞ 
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個人情報利用同意書 
 

 私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記により必要最小限の範囲内で使用する

ことに同意します。 

 

記 

 

１ 使用目的 

 （１）介護サービスの提供を受けるにあたって、介護支援専門員と介護サービス事業者との間

で開催されるサービス担当者会議において、利用者の状態、家族の状況を把握するため

に必要な場合。 

 （２）上記（１）の外、介護支援専門員又は介護サービス事業所との連絡調整のために必要な

場合。 

 （３）現に介護サービスの提供を受けている場合で、私が体調等を崩し又はケガ等で病院へ行

ったときで医師・看護師等に説明する場合。 

（４）広報等の作成にあたり、顔写真や氏名、誕生日、その他に関わる情報の掲載に必要な場

合。 

 

２ 個人情報を提供する事業所 

 （１）居宅サービス計画に掲載されている介護サービス事業所 

 （２）病院又は診療所（体調を崩し又はケガ等で診療することになった場合） 

（３）行政等関係連絡機関、各サービス提供機関 

 

３ 使用する期間 

  サービスの提供を受けている期間 

 

４ 使用する条件 

 （１）個人情報の利用については必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当

たっては関係者以外の者に洩れることのないよう細心の注意を払う。 

 （２）個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録する。 

 

令和  年  月  日 

 グループホーム大東ヶ丘 

 管理者 泉谷 武志 殿 

 

 

 

 

                                

 

 

                        

 

住 所 

 

 

㊞ 

 

氏 名 

（利用者） 

 

（身元引受人） 

 住 所 

 

 

氏 名 ㊞ 


